取締役辞任届(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士監修ですが、辞任の事情・会社の状況に応じた修正が必要です。重要案件(取締役全員辞任・トラブル下での辞任等)は、必ず弁護士・司法書士のレビューを受けてください。
【取締役辞任届の性質に関する注記】 取締役辞任届は、取締役が会社に対して辞任の意思表示を行う一方的書面です。契約書ではないため「甲乙」の対立構造はとらず、辞任者本人が会社宛に作成します。取締役と会社の関係は委任契約(会社法第330条)であり、民法第651条第1項により、いつでも辞任が可能です。辞任の効力は、辞任届が会社に到達した時点で発生します(到達主義・会社の承諾不要)。商業登記法第54条に基づき、辞任登記の申請時の添付書類として法務局に提出します(辞任日から2週間以内・会社法第915条)。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む取締役辞任届のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 自社の情報・辞任者情報に応じて編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 辞任者の署名押印(代表取締役は個人実印+印鑑証明書添付)
1. 会社へ提出(対面交付/内容証明郵便/電子契約による電子署名)
1. 株主総会等で後任を選任の上、法務局へ登記申請(辞任日から2週間以内)

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	押印
	添付書類

	①
	代表取締役の辞任(代表のみ・取締役は継続)
	個人実印
	印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)

	②
	代表取締役+取締役の同時辞任
	個人実印
	印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)

	③
	取締役の辞任(取締役会設置会社・代表でない)
	認印可
	不要

	④
	取締役の辞任(取締役会非設置会社)
	認印可
	不要

	⑤
	監査役の辞任
	認印可
	不要

	⑥
	即時辞任
	認印可(代表は実印)
	役職による

	⑦
	後任選任時を効力発生日とする辞任
	認印可(代表は実印)
	役職による




【メインテンプレ】取締役辞任届(標準版)
(取締役会設置会社の取締役(代表でない)用・将来日付指定型)

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称(例:○○株式会社)] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の取締役を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもって、一身上の都合により辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上


【書式パターン①】代表取締役辞任届(代表のみ辞任・取締役は継続)

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印(個人実印)
私は、貴社の代表取締役を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもって辞任いたしますので、お届けいたします。
なお、取締役の地位については、引き続き務めさせていただきます。
以 上

【パターン①の押印・添付書類】 - 押印:個人実印 - 添付書類:印鑑証明書(発行後3ヶ月以内) - 注意:認印では登記申請が却下されます。 - 代表取締役の辞任のみで、取締役の地位は継続する点を明示。


【書式パターン②】代表取締役+取締役同時辞任届

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印(個人実印)
私は、貴社の代表取締役及び取締役を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもって、一身上の都合により辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【パターン②の押印・添付書類】 - 押印:個人実印 - 添付書類:印鑑証明書(発行後3ヶ月以内) - 代表取締役と取締役の地位を同時に辞任する場合に使用。 - 法定員数(取締役会設置会社は3名以上)を下回らないか事前に確認すること。


【書式パターン③】取締役辞任届(取締役会設置会社・代表でない取締役)

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の取締役を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもって、一身上の都合により辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【パターン③の押印・添付書類】 - 押印:認印可 - 添付書類:不要 - 代表でない取締役の辞任届は、印鑑証明書の添付が不要です。 - 法定員数(取締役会設置会社は3名以上)を下回らないか事前に確認すること。


【書式パターン④】取締役辞任届(取締役会非設置会社)

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の取締役を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもって、一身上の都合により辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【パターン④の押印・添付書類】 - 押印:認印可(代表取締役を兼ねる場合は実印) - 添付書類:代表取締役を兼ねる場合のみ印鑑証明書必要 - 取締役会非設置会社の取締役は1名以上が法定員数。


【書式パターン⑤】監査役辞任届

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の監査役を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもって、一身上の都合により辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【パターン⑤の押印・添付書類】 - 押印:認印可 - 添付書類:不要 - 監査役の辞任届には印鑑証明書の添付は不要です。


【書式パターン⑥】即時辞任の辞任届

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の取締役を、本書面到達日をもって、[健康上の理由/一身上の都合]により辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【パターン⑥の使用シーン】 - 健康問題等で即座に辞任が必要な場合 - 会社との関係悪化により早期離脱を希望する場合 - 内容証明郵便での送付推奨(到達日時の確実な証拠化)


【書式パターン⑦】後任選任時を効力発生日とする辞任届

辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の取締役を、後任の取締役が選任され就任した時をもって辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【パターン⑦の使用シーン】 - 取締役が法定員数を下回ることを避けたい場合 - 会社の業務継続性を重視する場合 - 後任選任のスケジュールが明確な場合 - 効力発生日は「後任選任時」で確定する。


押印・添付書類の判定マトリクス
辞任届の押印・添付書類は、役職・会社設置形態によって異なります。
	役職
	会社の設置形態
	押印
	印鑑証明書添付

	代表取締役(個人実印を使用)
	すべて
	個人実印
	添付必要(発行後3ヶ月以内)

	代表取締役(会社の届出印を使用)
	すべて
	会社の届出印
	不要(届出印で本人確認可)

	取締役(代表でない)
	取締役会設置会社
	認印可
	不要

	取締役(全員)
	取締役会非設置会社
	認印可(代表兼任時は実印)
	代表兼任時のみ必要

	監査役
	すべて
	認印可
	不要


代表取締役の辞任届の特殊性
代表取締役の辞任は、会社の代表者変更を意味するため、登記申請時に厳格な本人確認が求められます。
個人実印を使う場合(一般的)
· 個人実印で押印
· 印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)を添付
· 司法書士に依頼するパターン
会社の届出印(代表者印)を使う場合
· 法務局に届出済みの代表者印で押印
· 印鑑証明書の添付は不要
· ただし、退任後の会社の印鑑届出をどうするかが論点

効力発生日の取扱い
辞任届の効力発生日は、辞任の事情に応じて3パターンから選択します。
効力発生日の3パターン
	パターン
	内容
	適用場面

	① 即時辞任
	辞任届到達時点で即発効
	健康問題等で即座に辞任が必要な場合

	② 将来日付の指定
	「令和○年○月○日付で辞任」
	業務引継ぎの時間を確保したい場合

	③ 後任選任時
	「後任の選任時に辞任」
	法定員数の維持を優先する場合


効力発生日と登記申請
効力発生日は、登記申請の「変更年月日」となります。登記は辞任日(効力発生日)から2週間以内に申請しなければなりません(会社法第915条第1項)。
不利な時期の辞任
民法第651条第2項により、相手方(会社)に不利な時期に辞任したときは、損害賠償義務が生じる場合があります。ただし、やむを得ない事由(健康問題・家族の事情等)による辞任の場合、損害賠償の義務はありません。

提出方法
辞任届の提出方法は、辞任の状況に応じて選択します。
提出方法の比較
	方法
	メリット
	デメリット
	適用場面

	対面交付
	受領確認が容易
	関係悪化時は困難
	円満な辞任

	内容証明郵便+配達証明
	到達日時を確実に証明
	相手に強い印象を与える
	トラブル下・確実な到達証明が必要な場合

	書留・特定記録郵便
	配達記録あり
	内容証明より証拠力低い
	普通の辞任

	電子契約・電子署名
	即時到達・改ざん検知
	会社の同意要
	リモート対応・効率化


内容証明郵便の活用
トラブル下での辞任や、辞任を確実に主張したい場合は、内容証明郵便+配達証明での送付が強く推奨されます。これにより、辞任届の内容・到達日時を確実に証明できます。
電子契約の活用
電子契約サービスを利用すれば、辞任届の作成・電子署名・送付・到達確認を一元的に処理できます。タイムスタンプによる改ざん検知も自動で行われ、後の紛争予防に有効です。

登記申請への活用
取締役の辞任登記に必要な書類は次のとおりです。
取締役辞任登記の必要書類
	必要書類
	内容

	辞任届(本テンプレ)
	辞任者から会社宛

	印鑑証明書(代表取締役の場合)
	個人の印鑑証明書(3ヶ月以内)

	株主総会議事録
	後任選任時(欠員補充の場合)

	取締役会議事録
	代表取締役選定変更時

	登記委任状
	司法書士に依頼時

	登録免許税
	1万円(資本金1億円超は3万円)


登記申請の期限
· 辞任日(効力発生日)から2週間以内(会社法第915条第1項)
· 期限超過は100万円以下の過料(会社法第976条)

印紙税について
取締役辞任届は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 辞任届は、本人から会社への一方的な意思表示であり、契約書・領収書等の課税文書には該当しません。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。

電子化の対応
辞任届は、電子契約サービス・電子署名による電子化に対応可能です。
電子化のメリット
· 即時到達(郵送タイムラグなし・到達日時の証拠化)
· タイムスタンプによる改ざん検知
· 電子帳簿保存法に自動対応
· 遠方・海外役員の辞任届取得が容易
· 役員交代関連書類(就任承諾書・株主総会議事録等)と一元管理
· 商業登記の電子申請に対応(法務省電子証明書を利用)
· トラブル下でも改ざん防止・記録保存が確実

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、辞任の事情・会社の状況に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・司法書士にご相談ください。
書式選択の確認
· 自社の設置形態(取締役会設置/非設置)を確認
· 辞任する役職(代表取締役/取締役/監査役)を確認
· 効力発生日のパターン(即時/将来日/後任選任時)を選択
· 上記に応じて適切な書式パターン(①〜⑦)を選択
押印・添付書類の確認
· 代表取締役の辞任届:個人実印+印鑑証明書(3ヶ月以内) が原則
· 取締役会設置会社の取締役(代表でない)・監査役:認印可・印鑑証明書不要
· 取締役会非設置会社の取締役:代表兼任時は実印必要
法定員数の確認
· 取締役会設置会社:取締役3名以上(会社法第331条第5項)
· 取締役会非設置会社:取締役1名以上
· 監査役会設置会社:監査役3名以上
· 辞任により法定員数を下回る場合、後任選任までは権利義務継続(会社法第346条第1項)
効力発生日の選択
· 即時辞任:健康問題等で即座に辞任が必要な場合
· 将来日付:業務引継ぎを確保したい場合
· 後任選任時:法定員数の維持が必要な場合
不利な時期の辞任
· 民法第651条第2項により、相手方(会社)に不利な時期の辞任は損害賠償義務発生の可能性
· やむを得ない事由(健康・家族の事情等)による辞任は損害賠償義務なし
· 重要案件・係争中の案件中の辞任は慎重な判断が必要
到達主義の確認
· 辞任届は会社への到達時に効力発生(会社の承諾不要)
· 到達日時を確実に証明するため、内容証明郵便+配達証明を推奨
· 電子契約での送付なら、タイムスタンプで自動的に到達日時が証明される
辞任後の責任
· 辞任後も、辞任時点までの行為に関する責任(善管注意義務違反等)は継続
· 辞任前の違法行為(背任・横領等)の刑事責任も追及される可能性
· 辞任は将来に向けた効果のみ(過去の責任は消滅しない)
登記申請期限の遵守
· 辞任日(効力発生日)から2週間以内に法務局へ申請(会社法第915条第1項)
· 期限超過は過料100万円以下の制裁(会社法第976条)
· 司法書士への依頼で確実な期限管理を
役員交代関連書類との連動
役員交代では、辞任届とセットで以下の書類も準備が必要です。
· 後任の取締役選任のための株主総会議事録
· 後任の取締役の就任承諾書(No.166のテンプレ参照)
· 代表取締役選定変更時の取締役会議事録
· (代表取締役の届出印変更時の)印鑑届書
司法書士関与の推奨
· 役員辞任の登記は、書式不備による却下リスクや手続きの複雑性を考えると、司法書士への依頼が推奨されます。
· 司法書士依頼費用:3〜5万円程度(案件規模による)
· 代表取締役の辞任登記は特に司法書士関与が望ましい
編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、自社の状況に応じて編集してください。
· 効力発生日と辞任届の日付の関係に注意してください。
· 辞任理由は「一身上の都合により」等の簡潔な記載で足ります(詳細な理由開示は不要)。
· 辞任届の用紙はA4サイズが標準(法務局提出形式)。
トラブル時の相談先
· 司法書士(商業登記の専門家)
· 弁護士(役員紛争・法的紛争・損害賠償)
· 税理士(役員報酬等の税務処理)
· 法務局(申請手続きの相談)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。重要案件(取締役全員辞任・トラブル下での辞任・係争中の辞任等)では、登記申請の根拠資料となるため、特に弁護士・司法書士のレビューを強くおすすめします。
